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非英語圏諸国の大学における英語による学位プロ グラム の 開発に関

する比較研究

黄 福涛 （広島大学）

は じめに

　 近年来、ヨ ーロ ッパ や ア ジア な どの 非英語圏

の 国は 、 英語 や バ イ リンガル に よ る学位プ ロ グラ

ム や授業科 目の 開発 を盛ん に行な っ て い る。国 に

よっ て、そ の 背景や、目的、形態、効果な どが 異

なっ て い る が、こ うした プロ グ ラム や授業科 目の

開 設 は
一

国 に お け る高 等 教育の 国際 化の 不 可 欠 な

要 素で あ り、ま た
一
大学 にお け る全体カ リキ ュ ラ

ム の 国際化 を進 め るに は 重 要 な役割を果 た して い

る とい える 。 日本 に お い て、2008年に政府は 「留

学生 30 万 人 計画」 を実現す る た め に、「英語 の み

で 学位が取得 で き るプ ロ グラ ム の 拡充」 とい う政

策を打ち出 して お り、本格的に は英語 に よ るプ ロ

グラム の 拡大 に カを入 れ て い る。本研究 で は、
2009 年 か ら、中国や、韓国、イタリア、フ ィ ン ラ

ン ド、ブ ラ ジル と 日本 にお け る
一・
部の 大学教員や

管理 者を対象 に 実施されたア ン ケート調 査結果お

よび 聞 き取 り調 査 の 結果を分析 した が、今 回 の 発

表 で は、中国、日 本 とイ タ リア 三 ヶ 国 の み の 大学

教員の 意識や、英語による学位 プ ロ グラ ム の 提供

を め ぐ る 問題点 と展望な どに つ い て 検討す る。

1 調査 の概要

（1）調査の対象・方法・使用言語・期間等

　2011年 10 月 か ら 2012 年 9 月上 旬 に か けて 、

中国、口本 とイ タ リア で の
一

部の 大学にお け る教

員 を対 象 に、そ れ ぞ れ の 国に お い て 共 通 調査 票 に

基づ い て ア ン ケート調 査 を実 施 した。そ の 調 査 の

概要 は表 1 が 示 した 通 りで あ る。

表 1 調査 の 概要

国 N 回収率 類型 調査形態 調査言語 調査期間

中国
117 約3脇

国立研

究大学 紙媒体調査
中国語

2011年10月〜
2012年5月

日本
13約1腸

国公私

立大学 インタネット調査
日本語

2012年B月〜9月
10日

イタリア

10約20馬
国立研

究大学 インタネッ ト調査

英語、ただし、
イタリア語の解

説がついた。2012年6月
〜7月

合計 140

　ま た、2010年 か ら、研究対象 となる中国、韓国、

イ タ リア、フ ィ ン ラン ドと日本における
一

部 の 大

学教員や管理者に 対 して 共通 の イ ン タ ビ ュ
ー ・ガ

イ ドライ ン に従 っ て 聞き取 り調 査 も行 っ た。その

聞 き取 り調査 の 概要は 表 2 が 示 した 通 りで あ る。

本発表で は、中国、日本とイ タ リア の 調査データ

とイ ン タ ビュ
ー

の 結果 を用 い て 分析 を行 う。

表 2 聞 き取 り調査 の 概要

国 大学 所在地 類型 聞き取 り調査対象 調査言語 調査期間

A 大連市 国立研究大学 教員4名と管理者 2名 2010年8月
B 北京市 国立研究大学 管理者3名 2011年3月
G 上海市 国立研究大学 教員3名と管理者 1名 2010年 12月

中国 D 杭州市 国立研究大学 教員4名と管理者 2名 中国語 2011年 12月
E アモイ市 国立研究大学 教員4名と管理者 2名 2012年3月
F 広州市 公立総合大学 教員3名と管理者 3名 2011年 2月

G 油頭市 公立総合大学 教員2名と管理者焔 2011年 12月

東広島市 国立研究大学 教員4名 2011年 5月ABo

東京都 国立研究大学 教員2名と管理者 1名 2011年 4月
日本

東京都 私立研究大学 教員2名
日 本語

2012年7月

D 東京都 私立
一
般大学 教員3名 2012年7月

A ソウル市 私立研究大学 教員2名と管理者 2名

B ソウル市 私立研究大学 教員1名と学 生2名
英語．韓

韓国
C ソウル市 国立師範大学 管理者1名

国語と日

本語

2012 年7月

D ソ ウ ル 市 市立
一

般大学 管理者 1名

イタリア A ミラ ノ市 国立研究大学 教員2名と管理者 1名

英語とイ

タリア語 2D12年6月

合計 17校

（2）アンケートおよび聞き取り調査項目

　調査票 で扱 っ た主な項 目は、以 下 の 表 3に 表 れ

て い るもの で あ る。

表 3 主要なア ン ケ
ー

ト調査項 目

1 回 答者の 属 性

2
英語 の み て の プロ グラム や授 業 の 担 当

英 語 と母 国語 で の プロ グラム の 担 当

3 英 語 による学位 プロ グラム へ の 意 見 （反 対か 賛成か など）

4 所 属大学と学部での 英語 による学 位 プロ グラム 実施 の

達成 目的

5 英語 による学位 プロ グラム の 提 供 をめぐる課題

6 英語に よる学位プロ グラ厶 を推進する主 要 なア クタ
ー

（日

本語版の み ）

7
所 属大学 と学部で の 英語に よる学位プログラ厶 実施の

へ の 考 え （増加 か 減少か など）

8 自由記述

　 ま た 、聞き取 り調査 の 主な内容は 、所属大学や

学部
・
学科 に お け る 英語 に よ る学位 プ ロ グ ラム や

授 業の 開設現状、実施 目的、達成状況、英語 に よ

る学位 プ ロ グ ラム を推進するための 主要な推進者、

担 当す る教員 に必 要となる資格、所属大学か らの

支援策、こ うした プ ロ グ ラム の 履修生に必要 とな

る資格、所属大学、又は学部 ・学科 に よる 英語学

位プ ロ グラ ム に対する評価 の 状況な どの 側面を含
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ん で い る。

表 8　教育負担 が 重 い

2 調査の 分析

（1）英語 による学位プロ グラ厶実施へ の意見

表 4 教員 に よ る英語 プ ロ グ ラム の 提供 へ の 意見

中国 日本 イタリア
項 目

N　　 ％ N ％ N ％

反対 16　 13、7o0 ．033D ．0
反対でも賛成で もない 55　 40．0323 ．D330 、0
賛成 36　　30．8969 ．2440 ．0
わか らない 3　 　 2，617 、6o0 ．0
合計 110　　94．01399 ．810100 ．0

　全体的に は 、「反対」と回答 した割合は低く、「反

対 で も賛成 で もない 」 お よび 「賛成」 と答え た割

合は多か っ た。特 に、日本の 大学教員か らの 「賛

成」 と回答した割合は 約 7割に 達 した。

（2）英語による学位プロ グラ厶実施をめぐる課題

　英語 に よ る学位 プ ロ グラ ム の 導入 ・実施 を め ぐ

り、抱 え て い る課 題 と問 題 点 に つ い て、五 つ の 視

点 か ら整理 し、教員 か らの 回答は表 5〜表 9 に 整

理 した 通 りで ある。

回答 中 国 日本 イタリア

はい 57，9％ 62．5％ 60．0％
　　一
い い え 42，1％ 37．5％ 40．0％

合計 100．0％ 100．0％ 100．0％

　半分以 上 の 教員 は 英語 に よ る プ ロ グラ ム を担

当する こ とに よ り、教育負担 が増えた と回 答 した。

　表 9　大学か らの 教育的や財政的、行政的な ど

の 支援が必 要

回答 中国 日 本 イタリア

はい 49．9％ 76．9％ 60，0％
　　一
い い え 50，1％ 23，1％ 40．0％

合 計 100，0％ 100．0％ 100．0％

　特 に 日本 とイ タ リ ア の 教員か ら は 大学 か らの

支援が必 要性を強調 した。

（3）英語に よる学位プログラ厶実施へ の 展望

　表 10 が示 した通 りに 、 6割 以 上 の 教員か ら所属

大学や学部 ・学科 にお ける英語 に よ る 学位プ ロ グ

ラム の提供を増加すべ きで あ る と回答 した 。

表 5　自己 の 英語力 の 向上 が必 要

回答 中国 　 　 　 日本 イタリア

は い 61．4％　 　92 ．3％ 30 ．0％
　　曽
い い 冗 38．6％　 　7．6％ 70．0％

合計 100．0％　 100．0％ 100，0％

　イ タ リア の 教 員 と比 べ て み る と、9 割以 上の 日

本 の 大学教員 と 6割以上の 中国の 教員は 自己 の 英

語力 の 向 上が必 要 とい っ た課題を指摘 し た。

表 10　所属大学 ・学部 の 英語プ ロ グラム の 実施

項目 中国 日本 イタリア

増やすべ きで ある 60．20％ 61．50％ 80．0％

現状 の ままが よい 13．90％ 15，40％ 1α0％

減 らすべ きで ある 2．80％ 7．70％ 0
分か らない 23，10％ 15．40％ 10．0％

合計 100．00％ 100，00％ 100．0％

表 6 学生 の英語力 の 向上が必要

回答 中国 　　　 日本 イタリア

は い 52．6％ 　 92．3％ 60．0％

い い え 47．4％ 　 　7．6％ 40．0％

合 計 100 ．0％ 　 100．0％ 100．0％

　 三 ヶ 国 の 教員 ともに、特に 9 割以上 の 日本 の 大

学教員は 学生 の 英語力を向上 させ る必 要 が あ る と

回答 し た。

　3 今後 の 分析 の 予定

　以上 、紙幅 の 関係 で 分析結果の
一
部を記載した。

発表当日は、イ ン タ ビュ
ー

調査 の 結果等も分析 し

た うえ で、中国、日本とイ タ リア に お ける英語 に

よ る プ ロ グラ ム の 開設 に 関する背景や政策、開設

の 状況 等を 紹介し、また以 上 の 諸項 目間 の 関連性

が どの よ うに なっ て い うか にっ い て 取 り上 げ る予

定で ある。

表 7 教育効果が良くない

回 答 中 国　 　 　 日本 イタリア

はい 45 ．6％　 61．1％ 10．0％

　　曽
い い 尺 54．4％　 37．9％ 90．0％

合計 100．0％ 　 100．0％ 100．0％

　日 中両国間で 、そ の 意見は そ れ ほ ど分か れて い

ない が、9 割以上 の イ タ リア教員は 「教育効果が

よ くな い 」 とい う問 に対 して 否 定的な見 方を表明

した。
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